
　　　　 

　

令　和　２　年　７　月

令和元年 度 決 算 に 係 る

定 期 監 査
決 算 審 査

福祉保健部ささえあい福祉局子ども発達支援課

資　料





目　　　　次

頁

１ 前年度指摘事項等に対する措置等　………………………………………………………………………………………1

（1） 指摘事項　

（2） 監査意見

（3） 決算審査意見 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項に対する処理状況　…………………………………………………1

3 職員の定員、現員調べ　…………………………………………………………………………………………………　1

4 役付職員の調べ　…………………………………………………………………………………………………………　1

5 主な事業に関する調べ　…………………………………………………………………………………………………　2

6 決算資料（総括表）　………………………………………………………………………………………………………　4

7 事業別実施状況調べ　……………………………………………………………………………………………………　6

8 予備費の充用調べ　………………………………………………………………………………………………………　12

9 繰越関係調べ　……………………………………………………………………………………………………………　12

（1） 継続費逓欠繰越調べ

（2） 繰越明許費調べ

（3） 事故繰越調べ

10 収入証紙取扱額調べ　……………………………………………………………………………………………………12

11 12

12 財産に関する調べ　…………………………………………………………………………………………………………　13

（1） 公有財産　…………………………………………………………………………………………………………　13

（2） 金券類の保有状況　………………………………………………………………………………………………14

（3） 基金　……………………………………………………………………………………………………………　14

（4） 債権　……………………………………………………………………………………………………………　15

13 財産の貸付及び使用許可調べ　……………………………………………………………………………………………　16

（1） 土地及び建物

（2） 物品（1品の取得価格が１００万円以上のもの及び寄付受納時の評価額が１００万円以上のもの)

14 借受不動産明細調べ　………………………………………………………………………………………………………　17

15 17

（1） 管理状況

（2） 減免の考え方

（3） 使用料の見直し

16 寄附物件の受納状況調べ　…………………………………………………………………………………………………17

17 備品の処分状況調べ………………………………………………………………………………………………………17

18 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ　…………………………………………………………………………… 17

（1） 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

（2） 物品の照合　

19 貸付金等状況調べ　……………………………………………………………………………………………………　17

（1） 総括表　

（2） 償還状況

○ 意見、要望等…………………………………………………………………………………………………………………17

現金の取扱状況　………………………………………………………………………………………………………

職員駐車場の管理状況調べ　…………………………………………………………………………………………



（１）指摘事項　

該当なし

（２）監査意見　

該当なし

（３）決算審査意見

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　

該当なし

３　職員の定員、現員調べ

2.4.1
現在

31.4.1
現在

2.4.1
現在

31.4.1
現在

2.4.1
現在

31.4.1
現在

2.4.1
現在

31.4.1
現在

7 7 0 0 0 0 7 7

(2) (2) (  ) (  ) (  ) (  ) (2) (2) 産休１名、育休１名

9 8 0 0 0 0 9 8

2 1 0 0 0 0 2 1

0 1 0 0 0 0 0 1 産休に伴う採用前提臨職（H31.4.1～4.30）

1 1 0 0 0 0 1 1 一般事務

４ 役付職員の調べ
（令和２年７月１日現在）

年 月

課長補佐 仲田　雅彦 1 3

職　　　　　名 氏　　　　　　名
在職期間

備　　　　考

課　　　　長 谷口　康彦 1 3 　当課在職　通算３年３か月

非常勤職員

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員  計

備　　　　　考

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

臨 時 職 員

収入未済額の縮減について
　税外収入では、債権管理事務取扱要領等
に沿って、収入未済発生の未然防止など債
権の適正な管理、回収に引き続き取り組ま
れたい。

　総合療育センターの施設利用に係る利用者負担金等は、滞納者に対す
る定期的な電話・文書での催告等により、引き続き回収に努めている。
　また、障害児入所施設の措置児童負担金は、扶養義務者へ措置開始時
に説明を行い滞納を防ぐとともに、滞納者には定期的な電話・文書での催
告、分割納付の推進、納付が見込めない場合には弁護士委託することに
より回収に努めている。

決算審査意見 処理状況等

１　前年度指摘事項等に対する措置等
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５　主な事業に関する調べ

（単位：千円）

国庫支出金 その他 一般財源

2,289 57 0 2,232

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

ａ

ｂ

ｃ

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課　題

　多職種連携養成研修事業により医療的ケア児等の支援に携わるさまざまな職種（医師、看護職員、理学療
法士、作業療法士等）の人材を育成し、また、巡回指導事業により医療的ケア児等を受け入れている事業所
職員の人材を指導することで、県内の支援体制の充実を図ることができた。
　また、小児慢性特定疾病児童等の一時預かり事業は、医療や福祉における制度の狭間でサービスを利用
できない児童の利用を想定した県内初の取組として、セーフティネットの役割を果たすことができた。

　医療的ケア児は、全国で約２万人（厚労省研究班2018年推計値）、県内では約150人（推計値）と年々増加し
しており、このような子どもたちを持つ家族や関係者から、地域で安心して生活していくための支援体制整備
について多くの要望をもらっている。
　しかしながら、県内で医療的ケア児を受入れできる事業所や支援に携わる人材は十分ではなく、引き続き人
材の養成に努め、地域生活支援体制の充実を図っていく必要がある。

　医療的ケア児等への支援について専門的知識を有する拠点施設の医師等が講師となり、医師、看護職員、
理学療法士、作業療法士等を対象に、医療的ケア児等に対する診療技能等の習得、NICUからの在宅移行並
びに在宅支援に関係する医療・福祉・行政等、多機関の連携促進について計７回の連続研修を開催した。
（受講者数：30名）

医療的ケア児等のための医師等による巡回指導事業

　拠点施設の医師等が講師となり、県内の障害児通所支援事業所（放課後等デイサービス、児童発達支援
等）、居宅等に訪問を行う事業所、保育所及び学校等（以下「事業所」という。）を巡回し、事業所の職員に対し
て医療的ケア児等に対する支援方法、医療機器の使用方法、緊急時対応に係る体制整備等について指導し
た。（巡回事業所数：７事業所（延べ34回））

医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等の一時預かり事業（療養生活支援事業）

該当なし（令和元年度からの新規事業）

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

医療的ケア児等及びその家族の
地域生活支援体制整備事業

鳥取元気プロジェクト 　－

　医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等の日中における居場所の確保及びその家族のレスパイ
トケアを目的として、拠点施設の空床を利用して当該児童を一時的に預かり、必要な療養上の管理、日常生
活上の世話等必要な支援を行った。（利用児童数：１名）

元気づくり総合戦略 　－

（概要）

（ア）

　本県が、日本財団と共同で整備を推進してきた「難病の子どもと家族の地域生活支援の中核を担う施設」
（以下「拠点施設」という。）を活用して、医療的ケア児等及びその家族の地域生活を支えるための環境整備を
図る。

（イ）

医療的ケア児等の在宅支援を担う医師等多職種連携養成研修事業
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（単位：千円）

国庫支出金 その他

306,708 303,000

323,527 321,000

ア 目的及び事業の実施状況

　目的

　事業の実施状況

a

　決算額：306,708千円　（財源内訳　その他（起債）303,000千円、一般財源3,708千円）

区分

所在地

構造

延床面積

主な機能

ｂ

　決算額：323,527千円　（財源内訳　その他（起債）321,000千円、一般財源2,527千円）

区分

所在地

構造

延床面積

主な機能

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ 成果及び効果

エ 課　題

特になし

　利用者の利便性や駐車場を含めた広いスペースを確保しながら、既存の県有施設の有効活用を図るなど、
整備コストを押さえながら移転整備を進めることができた。

　移転により施設の狭隘化等は解消されるが、今後は、障がいのある子どもや保護者が身近な地域で早期に
適切な支援を受けられる体制づくりを進めていくため、それぞれの地域において障がい児支援に取り組む施
設や事業所、市町村、特別支援学校など関係機関と連携を図っていくことが求められる。

軽量鉄骨造平屋建 鉄筋コンクリート造　３階建

361㎡ 1,481㎡

診察室、指導訓練室、相談室等 【増加施設】指導訓練室（訓練内容に応じて複数設置）、心
理検査室、訓練観察室、待合室等

倉吉市南昭和町15
（倉吉総合看護専門学校の敷地内）

倉吉市上井503-1
（(元)倉吉市立河北中学校 管理教室棟）

鳥取市江津260（中央病院病棟と接続） 鳥取市江津730（中央病院外来棟）

鉄筋コンクリート造・軽量鉄骨造 鉄筋コンクリート造

846㎡ 1,599㎡

【本館】診察室、言語聴覚訓練室、理学療法
訓練室、作業療法訓練室、保育室等
【分館】機能訓練室、指導訓練室、研修室、
教材準備室等

【増加施設】プレイホール、待合室、工作室、モニター室、感
覚統合訓練室（防音）、相談室、日常生活訓練室、静養室、
カルテ庫、園庭等

中部療育園移転整備事業（令和２年２月工事完了）

移転前 移転後

移転前 移転後

中部療育園移転整備 2,527

鳥取元気プロジェクト 　－

元気づくり総合戦略 　－

（概要）

（ア）

　鳥取療育園及び中部療育園は、発達障がい児の増加、支援ニーズの多様化などに応える形で事業の拡充
を行ってきたが、それに伴い施設の狭隘化や設備不足が課題となってきたため、既存の県有施設を改修して
転用することにより施設機能の充実を図る。

（イ）

鳥取療育園移転整備事業（令和２年１月工事完了）

事　　　業　　　名 決算額
財源内訳

　　　　一般財源

鳥取療育園移転整備 3,708
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７　事業別実施状況調べ
(単位：円)

事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率

（障がい者自立支援
事業費）

14,701,000 0 11,114,065 0 3,586,935 76%

1 （主）医療的ケア
児者受入環境整備事
業

6,445,000 4,923,000 6,650,892 0 4,717,108 103%

2,965,000 0 2,439,393 0 525,607 82%

目　　　　計 24,111,000 4,923,000 20,204,350 0 8,829,650 84%

5,862,000 △ 2,890,000 2,289,356 0 682,644 39%

764,000 0 319,558 0 444,442 42%

10,839,000 0 10,071,200 0 767,800 93%

5,343,000 △ 752,000 3,608,793 0 982,207 68%

750,000 0 606,000 0 144,000 81%

(△ 6,347,350)
0

2,046,000 0 1,810,600 0 235,400 88%

13,312,000 △ 1,000,000 9,301,419 0 3,010,581 70%

1,701,000 △ 500,000 548,950 0 652,050

　NICU等での医療が終了した児童及び保護者について、訪問看護師を利用した自宅移行支援の助成を実施した。
  ＜不用額が生じた理由＞
　　事業の利用を予定していた児童の退院が延期になるなど、対象児数が見込みより少なかったため。

　医療型ショートステイを実施する医療機関等に経費助成することで実施体制の充実を図るとともに、ヘルパー等が利用者に付添いする経費を
補助し、利用者やその家族が安心してサービスを利用できる体制整備を行った。

32%

6 発達障がい者支援
体制整備事業

（△6,347,350）総合療育センター費へ
流用

8 障がい児等地域療
育支援・相談事業

4,172,000 3,673,570 0

7 児童発達支援セン
ター利用料軽減事業 　児童発達支援センターの利用児童の保護者のうち、同時に他の保育所や幼稚園等を利用する児童を養育している保護者の負担軽減を図った。

（保育所・幼稚園のみを利用する保護者への負担軽減との均衡を図った。）

498,430 88%

　在宅の障がい児等が身近な地域で療育指導・相談が受けられる体制の充実を図るため、巡回相談や保育所等の職員に対する技術指導等を実施
した。また、重度障がい児者及びその家族が身近に相談できる相談員を配置し、住み慣れた地域で安心して暮らすことができる環境整備を図っ
た。

　ペアレントメンター（よき相談相手である先輩保護者）に係る家族支援事業、ペアレントトレーニング研修会、相談支援人材養成事業による
人材育成、地域支援マネージャー配置事業による発達障がい支援体制の整備を行った。

0

　障がい児者のニーズが高いものの、障害者総合支援法等による支給の対象とならないサービスのうち、県が定めた事業を実施する市町村に対
し補助した。また、医療的ケア児等への総合的な支援が適切に行える人材を養成するための研修を実施した。さらに、医療的ケア児等と家族を
対象にしたキャンプを大山で開催した。

2 自立支援医療費
（育成医療）

　
  障害者総合支援法により、18歳未満の障がい児の医療に係る自立支援医療費（育成医療）を支給した。

　＜不用額が生じた理由＞
　当初予算、補正予算ともに市町村からの所要見込みを聞き取って積算している。補正段階において、高額な医療費を要する心臓手術を
  含む経費（米子市分、県費ベースで5,809千円の増）が見込まれたが、令和元年度中に心臓手術が行われなかったことなどにより結果的に
  残額が生じたもの。

皆2 地域生活支援事
業（発達障がい者支
援センター運営費） 　発達障がい者支援センターを中心に、発達障がいに関する相談・支援を行うとともに、関係機関との連携強化を図った。

　主な事業に記載のとおり。

　＜不用額が生じた理由＞
　医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等の一時預かり事業（療養生活支援事業）において、対象児童の利用が伸びなかったため。

5 子どもの心の診療
ネットワーク整備事
業

　鳥取大学医学部附属病院を子どもの心の診療拠点病院と位置づけ、発達障がいや不登校、ひきこもり等子どもの心の問題に対応できる医師や
支援者の養成、医療・福祉・教育等のネットワークの充実及び県民への理解啓発を実施した。

　医療的ケア児への支援に係る事業所等の職員を対象とした研修を実施し、専門職員のスキルアップを図った。
　＜不用額が生じた理由＞
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、一部の研修が中止となったため。

（児童福祉総務費）
3 （主）医療的ケア
児等及びその家族の
地域生活支援体制整
備事業

4 障がい児者事業所
職員等研修事業

　子ども発達支援課業務の総括及び課内外の連絡調整を行った。

9 福祉保健部（子ど
も発達支援課）管理
運営費

15,788,000 9,161,966 0 278,684 58%

10 発達障がい情報
発信強化事業 　世界自閉症啓発デー及び発達障害啓発週間イベントの実施や、発達障がい啓発リーフレットの配布を行い、県民への発達障がいに対する理解

啓発を行った。また県内の企業を対象として、ペアレントメンター（よき相談相手である先輩保護者）や発達障がい者の支援者等を講師として
発達障がいの出前講座を実施した。

11 重度障がい児者
医療型ショートステ
イ整備等事業

12 NICUからの地域
移行支援事業
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事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率

522,000 △ 174,000 153,952 0 194,048 29%

940,000 △ 257,000 264,400 0 418,600 28%

目　　　　計 62,039,000 △ 5,573,000 41,809,764 0 14,656,236 67%

（児童措置費）

389,371,000 149,830,000 496,061,135 0 43,139,865 127%

目　　　　計 389,371,000 149,830,000 496,061,135 0 43,139,865 127%

（児童福祉施設費）

3,498,000 △ 1,200,000 1,876,194 0 421,806 54%

369,491,000 △ 83,028,000 285,470,281 0 992,719 77%

198,700,000 0 183,907,920 0 14,792,080 93%

0 3,421,000 0 3,421,000 0 -

21,238,000 0 21,238,000 0 0 100%

139,619,000 0 139,619,000 0 0 100%

17 （主）鳥取療育園移
転整備事業

18 （主）中部療育園移
転整備事業

19 皆成学園重度棟改
修事業費

鳥取療育園移転整備
事業（明許繰越）

中部療育園移転整備
事業（逓次繰越）

　医療的ケア児等を受け入れる事業所の人材確保を図るため、県内看護学校での医療的ケア児等に関する講義実施や看護学生による事業所見学
を実施した。また、医療的ケア児等に対する支援に関する看護学生向けの啓発冊子を作成した。
　＜不用額が生じた理由＞
　当初、県外在住者を対象とした事業所見学ツアーを予定していたが、県内の看護学生を対象とした方法に変更したため。

　皆成学園の生活棟である２号棟（重度棟）において女子児童の入所に対応するために、新たに居室等を確保するなどの改修に必要な実施設計を行っ
た。

　主な事業に記載のとおり。

　主な事業に記載のとおり。

　発達障がい児支援等に専門的な知見を有し、かつ実績のある医師を総合療育センターに配置し、総合療育センター、鳥取療育園及び中部療育園におけ
る発達障がい支援体制の整備推進を図った。

15 障がい児入所給
付費等

　児童福祉法に基づく障害児施設入所支援及び通所支援に要する経費を障害児入所施設等に対して給付した。
　
　＜不用額が生じた理由＞
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、２月補正予算要求時点で想定していたほど費用が発生しなかったため。

13 重症心身障がい
児・者関係医療機関
会議費

　県内の医療・行政等関係者による会議を開催し、各機関の現状や機能、問題点等について情報共有し円滑な連携を図るとともに、医療・福
祉・教育及び周産期医療体制等の強化等、関係機関及び行政の取り組むべき課題やその解決策等について検討を行った。
　＜不用額が生じた理由＞
　会議の日程調整の都合上、予定していた回数の開催に至らなかったため。また、圏域会議は開催を必要とする議題がなかったため。

14 小児・医療的ケ
ア児等に係る人材確
保事業

16 療育支援シニア
ディレクター（専門的
な知識と実績を有す
る医師）配置事業
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事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率

(△ 279,072)
0

0皆3　重度棟空調改修
事業

4,290,000 3,542,000 748,000 83%

　皆成学園の生活棟である２号棟（重度棟）の廊下に空調設備を設置するため、空調改修工事を行った。

　<不用額が生じた理由>
　例年３月末まで児童数の変動があるため不用額を算出することが難しく、結果予定まで児童数が達さなかっ
たため、給食委託業務に多額の残が出た。

　皆成学園費の運営に要した経費である。

　

皆1 皆成学園費

104,895,000 92,660,659 0 11,955,269 88% （△279,072）総合療育センター費へ流用

■福祉型障害児入所施設（主として知的障害児）

入所定員
令和元年度
入所児童

令和元年度
退所児童

65人 2 3

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

28 27 27 28 27 27

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

27 28 28 28 28 27 330 27.5

■児童発達支援

利用定員 10人

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

- (0) (0) (0) (0) (0)

- 40 42 47 43 49

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

47 38 35 41 35 27 444 40.4

■短期入所（福祉型）

利用定員 空床

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(1) (0) (0) (1) (2) (1)

4 2 2 4 5 2

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (1) (1) (0) (1) (1) (9) (0.8)

1 3 4 3 3 3 36 3.0

■日中一時支援

利用定員 空床

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(1) (1) (3) (3) (2) (1)

97 108 99 113 102 119

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(2) (2) (1) (3) (2) (6) (27) (2.3)

115 118 122 117 112 94 1,316 109.7

月別
延利用人数

※上段の（　）は県外からの利用児童で内数。

月別
延利用人数

※上段の（　）は県外からの利用児童で内数。

月別
実利用人数

月別
延利用人数

月別
延利用人数

月別
延利用人数

※例年、４月に当該年度の受入調整を行い、５月から受入開始している。「月平均」は11か月で算定している。

月別
実利用人数

※上段の（　）は県外からの入所児童で内数。

月別
延利用人数

※上段の（　）は県外からの利用児童で内数。
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事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率

(6,626,422)
△ 13,722,000

　総合療育センターの管理運営に要した経費である。

△ 2,841,000

97%0 0
福祉保健部（子ども発達支援課）管理
運営費（6,347,350）、皆成学園費
（279,072）、からそれぞれ流用

75%

総1 総合療育セン
ター費

267,436,000 260,340,422

0 400,79812,789,000 9,547,202

総2 研修医等受入事
業

　総合リハビリテーション施設としての総合療育センターの療育内容を広くＰＲし、専門医師の育成に貢献した。また、専門学校生等の研修受
入も行った。

■医療型障害児入所施設（肢体不自由児）

入所定員
令和元年度
入所児童

令和元年度
退所児童

25人 4 1

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

1 1 1 2 2 2

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

2 2 2 2 2 2 21 1.8

■医療型障害児入所施設（重症心身障害児）

入所定員
令和元年度
入所児童

令和元年度
退所児童

25人 3 5

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

10 11 12 12 10 10

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

9 8 8 8 9 9 116 9.7

■医療型児童発達支援

利用定員 30人

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(18) (8) (15) (18) (16) (10)

74 50 71 67 56 65

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(15) (13) (15) (13) (12) (9) (162) (13.5)

88 72 68 68 63 33 775 64.6

■外来診療

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

月別
延利用人数

1,136 1,119 1,200 1,256 1,161 1,173

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

月別
延利用人数

1,285 1,242 1,267 1,177 1,092 1,230 14,338 1,194.8

※上段の（　）は県外からの利用児童で内数。

月別
実利用人数

月別
実利用人数

月別
延利用人数

月別
実利用人数

※上段の（　）は県外からの入所児童で内数。

月別
実利用人数

※上段の（　）は県外からの入所児童で内数。

月別
延利用人数
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事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率

　鳥取療育園の管理運営に要した経費である。

18,526,854 0 2,873,146 79%△ 2,008,000

鳥1 鳥取療育園費

23,408,000

■医療型児童発達支援

利用定員 40人

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

52 79 89 82 91 71

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (5) (5) (0.4)

91 99 75 80 97 97 1,003 83.6

■児童発達支援

利用定員 10人

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

25 40 38 36 34 35

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

39 41 29 42 43 25 427 35.6

■外来診療

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

月別
延利用人数

287 387 342 357 348 324

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

月別
延利用人数

387 324 356 332 339 327 4,110 342.5

月別
延利用人数

※上段の（　）は県外からの利用児童で内数。

月別
延利用人数

※上段の（　）は県外からの利用児童で内数。

月別
延利用人数

月別
延利用人数
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事　業　名 当初予算額 補正予算額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差 引 残 額 執行率 事業の計画と実績・成果・不用額・執行率

△ 3,605,000

　中部療育園の管理運営に要した経費である。

目　　　　計 1,008,442,000 △ 102,983,000 869,622,430 6,353,518 29,483,052 86%

合　　　　計 1,483,963,000 46,197,000 1,427,697,679 6,353,518 96,108,803 96%

中1 中部療育園費

23,935,000 13,750,898 2,932,518 3,646,584 57%

■医療型児童発達支援

利用定員

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(1) (1) (2) (1) (1) (1)

45 52 62 62 46 63

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(4) (4) (2) (2) (2) (1) (22) (1.8)

53 54 58 67 63 69 694 57.8

■放課後等デイサービス

利用定員

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

3 3 7 1 0 4

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

5 4 4 2 6 5 44 3.7

■外来診療

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

月別
延利用人数

177 236 272 338 269 292

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

月別
延利用人数

307 263 292 317 270 333 3,366 280.5

医療型児童発達支援と放課後等デイサービスを合わせて10名

医療型児童発達支援と放課後等デイサービスを合わせて10名

月別
延利用人数

※上段の（　）は県外からの利用児童で内数。

月別
延利用人数

※上段の（　）は県外からの利用児童で内数。

月別
延利用人数

月別
延利用人数
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８　予備費の充用調べ   
　　　該当なし

９　繰越関係調べ   
　　（１）継続費逓次繰越調べ   

（単位：円）

科　　目 事　業　名 支出済額 残　　額
国庫支出金 地方債 その他

児童福祉施設費
中部療育園移
転整備事業

338,319,000 139,619,000 139,619,000 139,619,000 0 0 0 0 0 0

338,319,000 0 139,619,000 139,619,000 139,619,000 0 0 0 0 0 0

　　（２） 繰越明許費調べ   
（単位：円）

児童福祉施設費 中部療育園費 23,935,000 2,932,518 0

児童福祉施設費
皆成学園重度
棟改修事業費

3,421,000 3,421,000 421,000

27,356,000 6,353,518 421,000

　　（３）事故繰越調べ   
　　　　　該当なし

1０　収入証紙取扱額調べ　

１１　現金の取扱状況
　　　ア　現金取扱状況

　　　　　該当なし

　　　イ　つり銭の状況

　　　　　該当なし

左　　の　　財　　源　　内　　訳翌年度
逓　次
繰越額

令和元年度継続費予算現額
継続費の総額

合　　　　　計

特　　　定　　　財　　　源
繰越金計

前年度逓次
繰越額

予算計上額

0 3,000,000

使用料 地方債

2,932,518 3,000,000

繰　　越　　理　　由既収入特定財源 未収入特定財源
一般財源

　重度棟において女子児童の入所に対応できる
ように新たに居室等を確保するための改修工事
に係る実施設計を令和２年２月から令和２年６月
までの間に行う予定だが、２か年度にわたり委託
費を執行することから繰越しを行う。

左の財源内訳

　現施設から新施設への移転に伴い、庁内
LANや電子カルテ、Jアラート機器等の移設
設置・調整が必要となるが、年度内に移転
完了を行うことが難しいことから繰越を行う。

2,932,518 0

有　・　無

科目 事業名 金額 翌年度繰越額

合　　　　　計
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ー
敷

地
）

2
2
,5

0
0

1
2
2
,5

0
0

1
電

柱

行
政

財
産

使
用

料
（
総

合
療

育
セ

ン
タ

ー
敷

地
）

5
9
,7

6
0

1
5
9
,7

6
0

1
自

動
販

売
機

合
計

3
9
,1

8
0

4
2
3
,6

6
7
,2

0
4

5
6
2
1
,1

4
8

2
2
3
,0

8
5
,2

3
6

7

財
産

貸
付

収
入

（
（
元

）
福

祉
相

談
セ

ン
タ

ー
屋

外
遊

戯
場

）

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）

債
権

の
名

称
前

年
度

末
本

年
度

中
本

年
度

末
備

考
増

減
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１
３

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

地

  
  
イ

　
建

　
物

　
　

　
　

該
当

な
し

　
（
２

）
　

物
品

（
1
品

の
取

得
価

格
が

１
０

０
万

円
以

上
の

も
の

及
び

寄
附

受
納

時
の

評
価

額
が

１
０

０
万

円
以

上
の

も
の

）

　
　

　
　

 該
当

な
し

計
5
8
4
,
8
6
8

合
計

5
8
4
,
8
6
8

鳥
取

市
新

品
治

１
番

地
６

中
国

電
力

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

株
式

会
社

　
　

鳥
取

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

セ
ン

タ
ー

　
所

長
　

梅
田

　
健

司

R
1
.
0
9
.
0
1

～
R
2
5
.
0
3
.
3
1

行
政

・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

 
 
付

（
使

用
許

可
）

目
的

所
　

在
　

地
数

 
量

又
は

面
積

貸
　

　
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

貸
　

　
付

（
使

用
許

可
）

期
　

間
備

 
考

 
本

年
度

の
貸

付
（

使
用

）
料

住
　

　
　

所
氏

　
　

　
名

R
1
.
0
9
.
0
1

～
R
0
6
.
0
3
.
3
1

R
1
.
0
9
.
0
1

～
R
0
6
.
0
3
.
3
1

 月
額

・
年

額
9
9
7
,
9
1
2

 月
額

・
年

額
1
,
5
0
0

電
力

供
給

配
電

指
示

物
設

置
R
1
.
0
9
.
0
1

R
1
.
0
9
.
0
1

8
7
5

鳥
取

市
江

津
字

土
橋

3
7
0
番

１
鳥

取
市

江
津

字
西

皆
竹

3
1
8
番

１

鳥
取

市
江

津
3
1
8
番

地
1

公
益

社
団

法
人

鳥
取

県
看

護
協

会
　

会
長

　
内

田
眞

澄

鳥
取

市
江

津
字

土
橋

3
7
0
番

１
本

柱
１

本

鳥
取

市
新

品
治

１
番

地
６

中
国

電
力

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

株
式

会
社

　
　

鳥
取

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

セ
ン

タ
ー

　
所

長
　

梅
田

　
健

司

 
 
貸

付
（

使
用

）
料

（
円

）
　

貸
付

（
使

用
許

可
）

先

単
価

普
通

財
産

障
が

い
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

の
事

業
所

用
地

8
8
8
.
9
3
㎡

R
1
.
0
9
.
0
1

R
1
.
0
9
.
0
1

5
8
2
,
3
4
3

電
力

供
給

配
電

指
示

物
設

置
鳥

取
市

江
津

字
西

皆
竹

3
1
8
番

１
本

柱
１

本
及

び
支

線
１

本
R
1
.
0
9
.
0
1

R
1
.
0
9
.
0
1

1
,
7
5
0

 月
額

・
年

額
3
,
0
0
0
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１
４

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

借
受

先

単
価

本
年

度
の

借
料

土
地

宅
地

皆
成

学
園

敷
地

1
8
8
.0

0
有

H
2
9
.4

.1
～

H
3
4
.3

.3
1

 月
額

・
年

額
　

　
　

　
　

1
8
9
,6

4
8

1
8
9
,6

4
8

個
人

合
計

1
8
8
.0

0
1
8
9
,6

4
8

１
５

　
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

　
　

該
当

な
し

１
６

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
　

　
該

当
な

し

　
　

　
該

当
な

し

１
８

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

　
　

　
該

当
な

し

１
９

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

　
　

該
当

な
し

〇
　

意
見

、
要

望
等

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

　
　

　
特

に
な

し

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

要
望

等
　

　
　

特
に

な
し

（
１

）
　

現
金

、
有

価
証

券
、

物
品

の
亡

失
、

損
傷

調
べ

数
量

又
は

面
　

　
積

契
約

の
状

況

契
約

書
の

有
無

借
受

期
間

（
２

）
　

物
品

の
照

合

区
分

種
別

借
受

（
使

用
）
目

的
所

在
地

倉
吉

市
み

ど
り

町
太

平
ル 3
2
5
5
-
3

備
考

住
所

氏
名

借
料

（
円

）

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

現
在

）

有
　

・
　

無

１
７

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ
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